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特別勘定の種類

日本株
インデックス型

（GW）

国内の株式を主な投資対象とする投資信託に主に投資することによ
り、日経平均株価に連動した投資成果をあげることを目指します。

インデックスファンド
225VA

（適格機関投資家向け）

アモーヴァ・アセット
マネジメント株式会社

特別勘定
［ファンド］名

運用方針 主な運用対象の投資信託 投資信託の委託会社

海外株式型
（GW）

日本を除く主要先進国企業の株式を主な投資対象とする投資信託
に主に投資することにより、MSCI KOKUSAIインデックスに連動した
投資成果をあげることを目指します。

外国株式
インデックスファンドVA
（適格機関投資家専用）

大和
アセットマネジメント

株式会社

日本株
アクティブ型

（GW）

国内の株式を主な投資対象とする投資信託に主に投資することによ
り、東証株価指数を中長期的に上回る投資成果をあげることを目指
します。

フィデリティ・
日本成長株・ファンドVA3

（適格機関投資家専用）

フィデリティ投信
株式会社

海外債券型
（GW）

日本を除く世界各国の公社債を主な投資対象とする投資信託に主に
投資することにより、中長期的に安定した投資成果をあげることを目
指します。

外国債券
インデックスファンドVA
（適格機関投資家専用）

大和
アセットマネジメント

株式会社

新興成長国
株式型
（GW）

新興成長国の企業の株式を主な投資対象とする投資信託に主に投
資することにより、中長期的な成長を目指します。

エマージング株式
インデックス・ファンド

＜適格機関投資家限定＞

ステート・ストリート・
グローバル・

アドバイザーズ
株式会社

日本債券型
（GW）

国内の物価連動債を主な投資対象とする投資信託に主に投資する
ことにより、中長期的に安定した投資成果をあげることを目指しま
す。

MHAM物価連動
国債ファンドVA

[適格機関投資家専用]

アセットマネジメント
One株式会社

※特別勘定の種類、運用方針および委託会社等の運用協力会社は、法令等の改正または効率的な資産運用が困難になる等の理由により、
　　変更されることがあります。なお、委託会社等の運用協力会社については、運用成績の悪化等、当社がお客さまの資産運用に
　　ふさわしくないと判断した場合、変更させていただくことがあります。
※特別勘定には、各種支払等に備え、一定の現金、預金等を保有することがあります。
※新変額個人年金には複数の特別勘定グループが設定されており、「グローバル・ウィン」には「特別勘定グループ（GW）」が設定されています。

　　保険料繰り入れおよび積立金の移転は「特別勘定グループ（GW）」に属する特別勘定に限定されます。

　　「特別勘定グループ（GW）」以外の特別勘定グループに属する特別勘定への保険料の繰り入れおよび積立金の移転はできません。

※「マネープール型（GW）」は株価、債券価格、為替等の変動の影響を受ける可能性が低いことを想定した特別勘定です。

　　ただし、低金利環境下（マイナス金利を含む）では、「マネープール型（GW）」の積立金の増加が期待できないだけでなく、
　　諸費用の控除等により積立金が減少することもありますのでご注意ください。
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海外リート型
（GW）

日本を除く世界各国の上場不動産投信（REIT＝Real Estate

Investment Trust）を主な投資対象とする投資信託に主に投資する

ことにより、S&P先進国REIT指数（除く日本、配当込み、円換算ベー
ス）に連動した投資成果をあげることを目指します。

ノムラ海外REIT

インデックス・ファンドVA

（適格機関投資家専用）

野村
アセットマネジメント

株式会社

マネー
プール型
（GW）

他の特別勘定で運用している資金の一時退避を目的とし、国内の公
社債および短期金融商品等を主な投資対象とする投資信託に主に
投資することにより、安定した投資成果をあげることを目指します。

フィデリティ・マネー・
プールVA

（適格機関投資家専用）

フィデリティ投信
株式会社



運用環境の主な状況

■ 日本株式市場

■ 外国株式市場

■ 日本債券市場

■ 外国債券市場

■ 外国為替市場

※上記の内容は過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。 2

　米ドル/円相場は前月末比-2.90円の153.66円となりました。上旬は、衆議院の解散・総選挙を巡り、財政悪化懸念が強まったことで一時
159円台まで米ドル高/円安が進行しました。しかしその後は、日米協調介入の思惑などから米ドル売りの動きが強まり、月間では対円で
下落となりました。

　ユーロ/円相場は前月末比-0.97円の183.36円となりました。欧州の長期金利が低下する中、日本の長期金利が上昇したことなどから日
欧の長期金利差が縮小し、ユーロは対円で下落しました。

（2026年1月末現在）

　TOPIX（東証株価指数）は前月末比+4.62%の3,566.32ポイントとなりました。上旬は、衆議院の解散・総選挙を巡る財政拡張期待に加え、
年明けのAI（人工知能）関連株への楽観的な見方を背景とした米国株高と連動し上昇しました。下旬は、日米協調介入への警戒感から為
替市場で円高への転換が意識されたことを受け、輸出関連株などを中心に下落に転じましたが、月間では上昇となりました。
　
　日本小型株式市場は上昇しました。

　米国株式市場ではNYダウ工業株30種が前月末比+1.09%の48,892.47ドルとなりました。上旬は、AI関連株への楽観的な見方を背景に上
昇しましたが、中旬にはグリーンランドを巡りトランプ大統領が対欧追加関税を表明したことなどから下落しました。その後、対欧追加関税
見送りを表明したことを受け反発し、月間では上昇となりました。
　
　欧州株式市場では独DAX指数が前月末比+0.20%、仏CAC40指数が前月末比-0.51%となりました。米国株式市場の動きと同様、グリーン
ランドを巡るトランプ大統領による対欧追加関税の表明を受けて下落しましたが、その後、対欧追加関税が見送られたことなどから反発
し、独DAX指数は月間では上昇となりました。一方、仏CAC40指数はラグジュアリー（高級ブランド）関連株の下落が重しとなり、月間では
下落となりました。

　新興国株式市場は上昇しました。先進国リート市場は上昇しました。

　10年国債の金利は上昇（価格は下落）し、月末には2.252%となりました（前月末2.066%）。衆議院の解散・総選挙を巡り、財政悪化懸念が
強まったことで、一時は2.3%台まで上昇しました。しかしその後は、米国金利が低下したことなどを背景に買戻しが入り低下に転じました
が、月間では上昇となりました。

　米国債券市場では10年国債の金利は上昇（価格は下落）し、月末には4.236%となりました（前月末4.122%）。中旬にかけて、次期FRB（連
邦準備制度理事会）議長の有力候補者が外れたとの報道などを背景に金利は上昇しました。その後は、グリーンランドを巡る対欧追加関
税が見送られたことなどを受け上昇幅は縮小しましたが、月間では上昇となりました。
　
　米国ハイ・イールド債券市場は価格が上昇しました。

　欧州債券市場では独10年国債の金利は低下（価格は上昇）し、月末には2.843%となりました（前月末2.855%）。上旬は、グリーンランドを
巡りトランプ大統領が対欧追加関税を表明したことなどから上昇したものの、その後の対欧追加関税見送りなどを受けて低下し、月間では
低下となりました。



特別勘定の運用実績・状況

■ 特別勘定のユニット・プライスの推移

　　※特別勘定のユニット・プライスは特別勘定で利用している投資信託の基準価額とは異なります。

※ユニット・プライスとは、特別勘定の運用実績を把握するための便宜上の参考値で、各特別勘定の運用開始時の値を「100」として指数化したものです。

※騰落率は、当月末における、上記各期間のユニット・プライスの変動率を表しています。

※各特別勘定のユニット・プライスは、アクサ生命ホームページにて各営業日にご確認いただけます。

■ 特別勘定資産の内訳　千円単位

※各特別勘定で利用している国内投資信託は、いずれも「その他有価証券」の項目に含まれています。

※金額の単位未満は切捨てとしました。また、比率については小数点第ニ位を四捨五入しています。

3

100.0合計 10,218 100.0 17,150 100.0 1,727

166 9.7

その他有価証券 9,759 95.5 16,390 95.6 1,561 90.3

% 金額 % 金額 %

現預金・その他 459 4.5 759 4.4

100.0 25,667 100.0 24,865 100.0

日本債券型（GW） 海外リート型（GW） マネープール型（GW）

金額

合計 62,474 100.0 22,437 100.0 75,782

72,282 95.4 23,081 89.9 23,718 95.4

4.6 2,586 10.1 1,146 4.6

その他有価証券 59,671 95.5 21,497 95.8

現預金・その他 2,802 4.5 939 4.2 3,499

金額 % 金額 % 金額 %

日本株インデックス型（GW） 日本株アクティブ型（GW） 海外株式型（GW） 新興成長国株式型（GW） 海外債券型（GW）

金額 % 金額 %

30.83 106.14

マネープール型（GW） 86.46 △ 0.08 △ 0.20 △ 0.36 △ 0.72 △ 2.37 △ 13.54

海外リート型（GW） 206.14 0.25 2.42 7.17 5.26

26.28 65.84

日本債券型（GW） 101.61 0.04 △ 1.27 △ 2.07 △ 2.40 0.71 1.61

海外債券型（GW） 165.84 △ 0.93 1.30 6.33 7.89

91.29 351.29

新興成長国株式型（GW） 319.39 8.17 12.25 28.50 37.74 64.55 219.39

海外株式型（GW） 451.29 △ 0.21 3.00 13.01 16.39

218.38

日本株アクティブ型（GW） 245.61 3.62 5.83 18.58 25.99 59.65 145.61

1年 3年 設定来

日本株インデックス型（GW） 318.38 5.52 1.36 28.29 33.42 91.42

(2026年1月末現在)

特別勘定名
ユニット・プライス 騰落率（%）

2026年1月末 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月
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日本株インデックス型(ＧＷ)

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］ （2026年1月末現在）

インデックスファンド225VA（適格機関投資家向け）
アモーヴァ・アセットマネジメント株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額の推移

■ 基準価額・ベンチマーク（BM）　騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

日経平均トータルリターン・インデックス

■ 株式組入上位10銘柄 組入銘柄数 225 ■ 株式組入上位10業種 ■ 資産構成（%）

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。 4

1. 日本株式市場全体の動きをとらえ、日経平均トータルリターン・インデックスの動きに連動する投資成果をめざします。

2. モダンポートフォリオ理論に基づく「バーラ日本株式モデル」に従って、わが国の金融商品取引所に上場されている株式
※

の中から、
　　原則として200銘柄以上に投資します。
　　※東京証券取引所プライム市場に上場されている株式となります。

52 億円 2002年9月12日

設定来

基準価額 5.90 1.76 30.67 36.78 104.03 665.72

% 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年

745.63

差異 △ 0.04 △ 0.11 △ 0.29 △ 0.60 △ 2.72 △ 79.91

BM 5.93 1.87 30.96 37.38 106.75

※ファンド（分配金再投資）の収益率は、当ファンド決算時に分配金があった場合の分配金を再購入（再投資）し、算出しています。

銘柄 % 業種 % 株式 99.75

プライム 99.75

2 ファーストリテイリング 8.83 2 情報・通信業 11.47 スタンダード 0.00

1 アドバンテスト 12.76 1 電気機器 34.01

グロース 0.00

4 ソフトバンクグループ 6.38 4 医薬品 4.92 その他 0.00

3 東京エレクトロン 7.75 3 小売業 11.21

株式先物 0.23

6 ＫＤＤＩ 1.96 6 機械 4.53 株式実質 99.98

5 ファナック 1.96 5 化学 4.69

現金その他 0.25

8 中外製薬 1.65 8 サービス業 3.45

7 ＴＤＫ 1.86 7 卸売業 3.81

※当ファンドの実質の組入比率
   です。

10 リクルートホールディングス 1.52 10 精密機器 2.40

※ファンドのウェイトはマザーファンドの対純資産総額比です。 ※ファンドのウェイトはマザーファンドの
   対純資産総額比です。

9 信越化学工業 1.60 9 輸送用機器 3.39
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分配金込み基準価額 ベンチマーク



日本株アクティブ型(ＧＷ)

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］ （2026年1月末現在）

フィデリティ・日本成長株・ファンドVA3（適格機関投資家専用）
フィデリティ投信株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額の推移

■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

TOPIX（配当込）

（2025年12月30日現在）

■ 株式組入上位10銘柄 組入銘柄数 179 ■ 組入上位5業種 ■ 市場別組入状況

%

■ 資産別組入状況（%）

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。 5

1. わが国の取引所に上場（これに準ずるものを含みます。）されている株式を主要な投資対象とします。　2. 個別企業分析により、成長企業（市場平均等に比

較し成長力があり、その持続が長期的に可能と判断される企業）を選定し、利益成長性等と比較して妥当と思われる株価水準で投資を行ないます。　3. 個別
企業分析にあたっては、日本および世界の主要拠点のアナリストによる企業調査結果を活かし、ポートフォリオ・マネージャーによる「ボトム・アップ・アプロー
チ」を重視した運用を行ないます。　4. ポートフォリオ構築にあたっては、分散投資を基本としリスク分散を図ります。　5. 株式への投資は、原則として、高位を

維持し、信託財産の総額の65％超を基本とします。　6. 「ファミリーファンド方式」により運用を行ないます。　7. 日本の株式の代表的な株価指数であるTOPIX

（配当込）をベンチマーク（運用目標）とし、長期的にベンチマークを上回る運用成果をあげることを目標とします。（ベンチマークとの連動を目指すものではあり
ません。）

1,857 億円 2001年11月29日

% 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 3.99 6.51 20.57 29.79 70.13 423.88

439.45

差異 △ 0.63 △ 0.70 △ 1.97 △ 1.28 △ 24.06 △ 15.57

BM 4.62 7.21 22.54 31.07 94.19

＊TOPIX（配当込）は、日本の株式市場を広範に網羅するとともに投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチマークで、浮動株ベースの時価総額加重方式により算出されており、配当を考

慮したものです。
＊東証株価指数（TOPIX）（以下「TOPIX」という。）の指数値及びTOPIXに係る標章又は商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指
数の算出、指数値の公表、利用などTOPIXに関するすべての権利・ノウハウ及びTOPIXに係る標章又は商標に関するすべての権利はＪＰＸが有します。ＪＰＸは、TOPIXの指数値の算出又は公表の
誤謬、遅延又は中断に対し、責任を負いません。

※基準価額の騰落率は、収益分配金を再投資することにより算出された騰落率です。

※基準価額は､ファンド設定時に10,000円でスタートしてからの収益分配金を再投資した実績評価額です｡

　  ただし､購入時手数料および収益分配金にかかる税金は考慮していません。ベンチマークはファンド設定日前日を10,000円として計算しています。
※基準価額は運用管理費用控除後のものです。
※当該実績は過去のものであり、将来の運用成果等を保証するものではありません。

銘柄 業種 % 業種 市場 %

22.1 東証プライム 97.5

2 日立製作所 電気機器 4.9 2 銀行業 12.2

1 三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ 銀行業 5.1 1 電気機器

東証スタンダード 0.8

3 ｿﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟ 電気機器 4.0 3 建設業 8.0 東証グロース 0.3

4 ﾄﾖﾀ自動車 輸送用機器 3.8 4 輸送用機器 7.6 その他市場 -

8 きんでん 建設業 2.2

9 みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 銀行業 2.1

6.1

6 大成建設 建設業 2.3

7 横浜ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 銀行業 2.2

5 伊藤忠商事 卸売業 3.3 5 卸売業

※業種は東証33業種に準じて表示しています。
※未払金等の発生により「現金・その他」の数値がマイナスになることが
　　あります。
※「株式組入上位10銘柄」、「組入上位5業種」、「市場別組入状況」、
　　「資産別組入状況」はマザーファンド・ベース、対純資産総額比率の
　　数値です。

投資信託・投資証券 - 

現金・その他 1.4

当資料は、情報提供を目的としたものであり、ファンドの推奨（有価証券の勧誘）を目的としたものではありません。本資料に記載の内容は将来の運用結果等を保証もしく
は示唆するものではありません。当資料は、信頼できる情報をもとにフィデリティ投信が作成しておりますが、厳密な意味での正確性・完全性について当社が責任を負うも
のではありません。上記情報は、作成時点のものであり、市場の環境やその他の状況によって予告なく変更することがあります。

株式 98.6

10 ﾘｸﾙｰﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ サービス業 2.0 新株予約権証券（ﾜﾗﾝﾄ） - 
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海外株式型(ＧＷ)

［ご参考　投資信託の運用実績・状況］

外国株式インデックスファンドVA（適格機関投資家専用）
大和アセットマネジメント株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（税引後配当込み、円ベース）

■ 基準価額の推移

■ 株式組入上位10銘柄 ■ 株式組入上位5ヶ国(%)

■ 株式組入上位5業種(%)

(2026年1月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、主として日本を除く先進国の株式に投資を行い、ベンチマークに連動する投資成果をめざして
運用を行います。
実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

875.64 億円 2024年2月15日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 △0.11 3.52 14.43 18.61 --- 47.74

47.43

差異 0.04 0.05 0.18 0.28 --- 0.31

BM △0.15 3.47 14.25 18.33 ---

※「基準価額騰落率」の各計算期間は、基準日から過去に遡った期間とし、当該ファンドの「分配金再投資基準価額」を用いた騰落率を表しています。
※基準価額は信託報酬控除後のものです。
※ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（税引後配当込み）とは、MSCI Inc.が開発した株価指数で、日本を除く世界の先進国で構成されています。ＭＳＣＩコクサイ・インデックス
（税引後配当込み、円ベース）は、ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（税引後配当込み、米ドルベース）をもとに、大和アセットマネジメントが計算したものです。また、ＭＳＣＩコ
クサイ・インデックスに対する著作権及びその他知的財産権はすべてMSCI Inc.に帰属します。

※設定日の前日を10,000として指数化しています。（税引前分配金再投資）
※当ファンドはベンチマークを上回る運用成果を保証するものではありません。
※グラフ上のベンチマークは、グラフの起点時の基準価額に基づき指数化しています。

銘柄数： 1,138

銘柄名 国・地域名 業種 % 1 アメリカ 75.57%

1 NVIDIA CORP アメリカ 情報技術 5.55% 2 イギリス 3.99%

カナダ 3.69%

3 MICROSOFT CORP アメリカ 情報技術 3.63% 4 ドイツ 3.27%

2 APPLE INC アメリカ 情報技術 4.55% 3

フランス 2.55%

5 ALPHABET INC CLASS A アメリカ コミュニケーション・サービス 2.34%

4 AMAZON COM INC アメリカ 一般消費財・サービス 2.75% 5

6 ALPHABET INC CLASS C アメリカ コミュニケーション・サービス 1.96%

7 META PLATFORMS INC CLASS A アメリカ コミュニケーション・サービス 1.90%

情報技術 25.78%

9 TESLA INC アメリカ 一般消費財・サービス 1.40% 2 金融 15.59%

8 BROADCOM INC アメリカ 情報技術 1.76% 1

※ 比率は純資産総額に対するものです。
※ 外国株式が含まれる場合、外国株式の国・地域名については、原則としてMSCI Inc.が提供するリスク所在国・地域に基づいて表示しています。
※ 業種名は、原則としてS&PとMSCI Inc.が共同で作成した世界産業分類基準（GICS）によるものです。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 6

資本財・サービス 10.10%

4 ヘルスケア 9.22%

5 一般消費財・サービス 8.93%

10 JPMORGAN CHASE アメリカ 金融 1.00% 3



新興成長国株式型(ＧＷ)

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

エマージング株式インデックス・ファンド　＜適格機関投資家限定＞
ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

MSCIエマージング・マーケット・インデックス

（課税後配当込み・円換算ベース）

■ 基準価額の推移

■ 株式組入上位10銘柄 銘柄数: 1144 ■ 株式組入上位5カ国（%）

■ 株式組入上位5業種（%）

(2026年1月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、中長期的にベンチマークの動きに連動した投資成果の獲得をめざして運用を行うことを基本と
します。外貨建資産については、ベンチマークとの連動性を維持することを目的とする場合を除き、原則として為替ヘッジを行いません。

339 億円 2009年11月30日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 8.84 10.17 28.78 44.28 86.11 272.14

328.03

差異 △0.07 △0.03 0.03 △0.40 △2.47 △55.89

BM 8.91 10.20 28.74 44.68 88.58

※基準価額の騰落率は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。また、実際の投資家利回りとは異なります。
※MSCIエマージング・マーケット・インデックスに関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、MSCI Inc.に帰属します。

※設定日を10,000として指数化しています。（税引前分配金再投資）

※ベンチマークは課税後配当込み・円換算ベースを用いて設定日を10,000として指数化しています。

銘柄 国名 業種 % 1 中国 26.10

1 TAIWAN SEMICONDUCTOR MANUFACTURING CO LTD 台湾 情報技術 12.22 2 台湾 20.60

韓国 15.05

3 TENCENT HOLDINGS LTD 中国 コミュニケーション・サービス 4.41 4 インド 13.02

2 SAMSUNG ELECTRONICS CO LTD 韓国 情報技術 4.58 3

ブラジル 4.57

5 SK HYNIX INC 韓国 情報技術 2.83

4 ALIBABA GROUP HOLDINGS LTD 中国 一般消費財・サービス 3.29 5

6 HDFC BANK LIMITED インド 金融 1.01

7 CHINA CONSTRUCTION BANK CORP 中国 金融 0.87

情報技術 29.43

9 HON HAI PRECISION INDUSTRY CO LTD 台湾 情報技術 0.78 2 金融 20.95

8 RELIANCE INDUSTRIES LTD インド エネルギー 0.81 1

※ 「株式組入上位10銘柄」「株式組入上位5ヵ国」「株式組入上位5業種」はマザーファンドの状況で、純資産総額を100％として計算した
    ものです。

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。 7

一般消費財・サービス 10.97

4 コミュニケーション・サービス 8.65

5 素材 7.57

10 MEDIATEK INC 台湾 情報技術 0.74 3
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海外債券型(ＧＷ)

［ご参考　投資信託の運用実績・状況］

外国債券インデックスファンドVA（適格機関投資家専用）
大和アセットマネジメント株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

FTSE世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし・円ベース）

■ 基準価額の推移

■ 債券組入上位銘柄 ■ 格付別構成比率(%)

■ ファンド情報 ■ 債券組入上位5カ国/地域(%) ■ 債券種別構成比率(%)

(2026年1月末現在)

マザーファンド受益証券への投資を通じて、主として日本を除く世界各国の公社債に投資を行い、ベンチマークに連動する投資成果をめざ
して運用を行います。
実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

28.52 億円 2024年2月22日 % 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年 設定来

基準価額 △ 0.88 1.67 7.32 9.60 --- 14.29

14.20

差異 0.14 0.55 0.38 0.49 --- 0.09

BM △ 1.02 1.12 6.94 9.11 ---

※「基準価額騰落率」の各計算期間は、基準日から過去に遡った期間とし、当該ファンドの「分配金再投資基準価額」を用いた騰落率を表しています。
※基準価額は信託報酬控除後のものです。
※FTSE世界国債インデックスは、FTSE Fixed Income LLCにより運営されている債券インデックスです。同指数はFTSE Fixed Income LLCの知的財産であり、指数に関
するすべての権利はFTSE Fixed Income LLCが有しています。

※設定日の前日を10,000として指数化しています。（税引前分配金再投資）
※当ファンドはベンチマークを上回る運用成果を保証するものではありません。
※グラフ上のベンチマークは、グラフの起点時の基準価額に基づき指数化しています。

銘柄名 国名 クーポン（%） 償還日 % ＡＡＡ 70.47

ＡＡ 17.67

2 United States Treasury Note/Bond アメリカ 2.875 2028/05/15 0.44% Ａ 9.07

1 CHINA GOVERNMENT BOND 中国 1.850 2027/05/15 0.48%

ＢＢＢ 0.00

4 CHINA GOVERNMENT BOND 中国 2.050 2029/04/15 0.42% ＢＢ以下 0.00

3 UNITED STATES TREASURY NOTE/BOND アメリカ 4.625 2035/02/15 0.43%

無格付 0.00

6 UNITED STATES TREASURY NOTE/BOND アメリカ 4.500 2033/11/15 0.40% 現金等 2.79

5 UNITED STATES TREASURY NOTE/BOND アメリカ 3.875 2034/08/15 0.40%

97.21

直接利回り 3.06% 2 中国 11.38% 社債 0.00

最終利回り 3.39% 1 アメリカ 44.21% 国債・政府機関債等

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。
※資料中の運用実績に関するいかなる内容も過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
※特別勘定資産は、投資信託を利用している部分の他に、保険契約の異動等に備える部分（現金等）を加えて構成されています。
   後者の部分については、 利用する投資信託の委託会社の裁量の範囲外となります。

8

5 イギリス 5.83% 現金等 2.79

※ 比率は純資産総額に対するものです。
※ ファンド情報は、ファンドの組入債券等の各特性値（直接利回り、最終利回り等）を、その組入比率で加重平均したものです。
※ 格付別構成については、当社所定の基準で採用した格付けを基準に算出しています。

0.00

修正デュレーション 6.20年 4 イタリア 6.61% 円建外債 0.00

残存年数 8.10年 3 フランス 7.16% ABS・MBS等



日本債券型(ＧＷ)

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］ （2026年1月末現在）

MHAM物価連動国債ファンドVA［適格機関投資家専用］
アセットマネジメントOne株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額の推移

■ 基準価額　騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

なし

■ 組入上位5銘柄の組入比率 ■ ファンド情報

■ 資産構成比率(%)

■ 公社債の残存期間別組入比率

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。 9

わが国の物価連動国債に投資を行い、安定した収益の確保と信託財産の中・長期的な成長を目指します。

0.4 億円 2005年9月5日

3年 設定来

基準価額 0.14 -1.06 -1.62 -1.38 4.29 25.64

% 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

※累積収益は、ファンドの決算時に収益分配があった場合に

 　その分配金（税引前）を再投資したものとして算出。

※累積収益率は実際の投資家利回りとは異なります。

銘柄名 利率 償還日 % 国内債現物組入銘柄数 7銘柄

5.70年

2 24回 物価連動国債(10年) 0.100% 2029/3/10 21.53

1 29回 物価連動国債(10年) 0.005% 2034/3/10 22.67 公社債の平均残存期間

4 26回 物価連動国債(10年) 0.005% 2031/3/10 15.72

3 28回 物価連動国債(10年) 0.005% 2033/3/10 20.57

5 22回 物価連動国債(10年) 0.100% 2027/3/10 7.59

※基準価額は、ファンドの決算時に収益分配があった場合にその分配金（税引前）を再投資した
    ものとして算出したファンドの収益率を基に作成。ファンドの当初元本（1万口につき1万円）を

    10,000として基準価額および分配金（税引前）から指数化しています。

※組入上位5銘柄の組入比率、公社債の残存期間別組入比率は、純資産総額に対する比率を

    表示しています。

※「資産構成比率」の「その他資産」は、100%から国内債現物・国内債先物の組入比率の合計

    を差し引いたものです。
※「資産構成比率」の組入比率は、純資産総額に対する比率を表示しています。
    月末の設定・解約の影響により、一時的に100%を超える場合があります。

残存年数 %

1年未満 0.00

97.83

国内債先物 0.00

その他資産 2.17

国内債現物

10年以上 0.00

1年以上3年未満 7.59

3年以上7年未満 42.80

7年以上10年未満 47.44
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海外リート型(ＧＷ)

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］

ノムラ海外REITインデックス・ファンドVA（適格機関投資家専用）
野村アセットマネジメント株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額の推移

■ 基準価額・ベンチマーク（BM）騰落率　表示桁数未満四捨五入

※騰落率の各計算期間は、作成基準日から過去に遡った期間としております。

■ ベンチマーク

S&P先進国REIT指数（除く日本、配当込み、円換算ベース）

■ REIT組入上位10銘柄 組入銘柄数 ■ 実質通貨配分 ■ 国・地域別配分

■ 資産別配分比率

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。 10

（2026年1月末現在）

ファンドは、海外REIT インデックスマザーファンド受益証券を主要投資対象とし、S&P先進国REIT指数（除く日本、配当込み、円換算
ベース）の動きに連動する投資成果を目指して運用を行ないます。

※S&P先進国REIT指数（除く日本、配当込み、円換算ベース）は、S&P先進国REIT指数（除く日本、配当込み、ドルベース）を委託会社において円換算した指数です。

54.5 億円 2006年8月22日

設定来

基準価額 0.36 2.85 8.16 6.80 37.39 188.81

% 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年 3年

238.97

差異 △0.05 △0.25 △0.43 △0.86 △3.96 △50.16

BM 0.41 3.10 8.59 7.66 41.36

※上記の指数化した分配金再投資基準価額の推移および左記の騰落率
は、当該ファンドの信託報酬控除後の価額を用い、分配金を非課税で再
投資したものとして計算しております。従って、実際のファンドにおいて
は、課税条件によって受益者ごとに指数、騰落率は異なります。また、換
金時の費用・税金等は考慮しておりません。

※「S&P先進国REIT指数（除く日本）」はスタンダード＆プアーズ ファイナンシャル サービ

シーズ エル エル シーの所有する登録商標であり、野村アセットマネジメントに対して利用許
諾が与えられています。スタンダード＆プアーズは本商品を推奨・支持・販売・促進等するも
のではなく、また本商品に対する投資適格性等に関しいかなる意思表明等を行なうものでは
ありません。
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銘柄 国・地域 % 通貨 % 国・地域 %

1 WELLTOWER INC アメリカ 8.1 日本・円 0.0 アメリカ 77.7

オーストラリア 7.8

3 EQUINIX INC アメリカ 5.2 　アメリカ・ドル 77.2 イギリス 4.4

2 PROLOGIS INC アメリカ 7.7 外貨計 100.0

シンガポール 3.6

5 REALTY INCOME CORP アメリカ 3.6 　イギリス・ポンド 4.5 フランス 2.2

4 SIMON PROPERTY GROUP INC アメリカ 4.0 　ユーロ 4.3

その他の国・地域 5.0

7 GOODMAN GROUP オーストラリア 2.8 合計＊ -

6 DIGITAL REALTY TRUST INC アメリカ 3.4 　その他の外貨 14.0

10 VICI PROPERTIES INC アメリカ 1.9 資産 %

8 PUBLIC STORAGE アメリカ 2.8

9 VENTAS INC アメリカ 2.3

REIT（リート） 99.2

＊先物の建て玉のある場合は、合計欄を表示しておりません。
※各項目の割合（%）は、マザーファンドの純資産比と

　 当ファンドが保有するマザーファンド比率から算出しております。

※「REIT組入上位10銘柄」の、国・地域は

 　原則発行国・地域で区分しております。
※実質通貨配分は為替予約等を含めた実質的な比率をいいます。

先物 0.6

その他の資産 0.8

合計＊ -
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マネープール型(ＧＷ)

［ご参考　主な投資対象とする投資信託の運用実績・状況］ （2026年1月末現在）

フィデリティ・マネー・プールVA（適格機関投資家専用）

フィデリティ投信株式会社

■ 投資信託の特徴

■ 純資産総額 ■ 設定日 ■ 基準価額の推移

■ 基準価額騰落率　表示桁数未満四捨五入

■ ベンチマーク

なし

（2025年12月30日現在）

■ 組入上位10銘柄＊ ■ ポートフォリオの状況＊

資産別組入状況（%）

組入資産格付内訳（%）

（組入銘柄数  ：  7） 上位10銘柄合計 93.2%

※上記の内容は、ご参考情報として運用会社からの情報を提供するものであり、アクサ生命は内容について一切の責任を負いません。 11

本邦通貨表示の公社債等を主要な投資対象とし、安定した収益の確保を図ることを目的として運用を行ないます。

58 億円 2002年9月20日

% 1ヶ月 3ヶ月 6ヶ月 1年

※基準価額の騰落率は、収益分配金を再投資することにより算出された騰落率です。
※基準価額は､ファンド設定時に10,000円でスタートしてからの収益分配金を再投資した実績評価額です｡
　　ただし､購入時手数料および収益分配金にかかる税金は考慮していません。
※当ファンドは、ベンチマークを設定しておりません。※基準価額は運用管理費用控除後のものです。
※当該実績は過去のものであり、将来の運用成果等を保証するものではありません。

銘柄 種類 格付 %

3年 設定来

基準価額 0.00 0.02 0.06 0.08 △ 0.08 0.43

93.2

2  1343国庫短期証券 2026/02/16 債券 A 22.9 CP - 

1  1347国庫短期証券 2026/03/09 債券 A 32.2 債券

- 

4  1335国庫短期証券 2026/01/13 債券 A 6.8 現金・その他 6.8

3  1334国庫短期証券 2026/01/07 債券 A 22.0 CD

5  1344国庫短期証券 2026/02/24 債券 A 4.2

6  1337国庫短期証券 2026/01/19 債券 A 3.0

AAA/Aaa - 

8  - - - - AA/Aa - 

7  1348国庫短期証券 2026/03/16 債券 A 2.0
長期債券
格付

9  - - - - A 93.2

10  - - - - 短期債券
格付

A-1/P-1

当資料は、情報提供を目的としたものであり、ファンドの推奨（有価証券の勧誘）を目的としたものではありません。本資料に記載の内容は将来の運用結果等を保証もしく
は示唆するものではありません。当資料は、信頼できる情報をもとにフィデリティ投信が作成しておりますが、厳密な意味での正確性・完全性について当社が責任を負うも
のではありません。上記情報は、作成時点のものであり、市場の環境やその他の状況によって予告なく変更することがあります。

- 

A-2/P-2 - 

現金･その他 6.8

＊マザーファンドベース、対純資産総額比率
※格付は、S&P社もしくはムーディーズ社による格付を採用し、S&P社の格付を優先して
　　採用しています。（「プラス／マイナス」の符号は省略しています。）なお、両社による
　　格付のない場合は、「格付なし」に分類しています。各々のグラフ､表にある比率は､
　　それぞれの項目を四捨五入して表示しています。

平均残存日数 43.38日

平均残存年数 0.12年

9,950

10,000

10,050

10,100

10,150

02/9 08/6 14/4 20/2 25/12

基準価額 基 準 価 額 10,043円
（円）

(設定時)



当保険商品のリスク・諸費用・ご留意いただきたい事項

投資リスクについて

元本欠損が生じる場合があります

諸費用について

その他ご留意いただきたい事項

12

保険関係費

特別勘定の資産総額に対して

（年率0.75%＋運用実績に応じた費用＊）/365日を毎日控除します。
＊運用実績に応じた費用：運用実績を毎日判定し、運用実績が年率1.5%を超過した場合のみ、
　　超過分1%あたり0.1%（上限1.25%）を控除します。

当保険商品の据置（運用）期間中の運用は特別勘定で行われます。特別勘定資産の運用実績に基づいて年金額、
死亡給付金額および解約払戻金額等が変動（増減）します。特別勘定資産の運用は、株式および公社債等の価格
変動と為替変動等にともなう投資リスクがあり、運用実績によってはお受け取りになる年金額や解約払戻金額の合
計額が一時払保険料を下回ることがあります。これらのリスクはすべてご契約者に帰属します。

解約の時期、被保険者の契約年齢等の諸条件により、ご契約者等がお受け取りになる金額の合計額が、払込保険
料の合計額を下回る場合があります。保険会社の業務又は財産の状況の変化により、年金額、給付金額、解約払
戻金額等が削減されることがあります。

契約初期費 一時払保険料に対して5.0%を特別勘定繰入前に控除します。

移転費
積立金の移転が年間13回以上のとき、移転一回につき1,000円を、
保険会社が移転を受け付けた日末に積立金から控除します。

年金管理費
＊1 年金支払開始日以後、支払年金額の1％を年金支払日に控除します。

資産運用関係費
＊2

日本株インデックス型（GW） 年率0.4400%程度

日本株アクティブ型（GW） 年率0.9680%程度

海外株式型（GW）

当保険商品は、生命保険商品であり投資信託ではありません。また、ご契約者が投資信託を直接に保有されてい
る訳ではありません。特別勘定資産の運用実績は、特別勘定が主な投資対象とする投資信託の運用実績とは異な
り、一致するものではありません。これは、特別勘定は投資信託のほかに、保険契約の異動等に備えて一定の現預
金等を保有していることや、積立金の計算にあたり投資信託の値動きには反映されていない保険にかかる費用等
を特別勘定資産から控除していることなどによるものです。当保険商品の詳細につきましては、「契約締結前交付書
面（契約概要/注意喚起情報）」（「特に重要なお知らせ（注意喚起情報）」）「ご契約のしおり・約款」「特別勘定のしお
り」などをご覧ください。ご契約の時期によっては、書面の種類や名称などが異なる場合があります。

年率0.0616%程度

新興成長国株式型（GW） 年率0.0715%程度

海外債券型（GW） 年率0.0616%程度

日本債券型（GW） 年率0.2640%～0.3850%程度

海外リート型（GW） 年率0.4400%程度

マネープール型（GW） 年率0.00935%～0.55000%程度

*1　年金支払特約、年金支払移行特約によりお受け取りいただく場合は、記載の費用は上限です。年金管理費は、将来変更される可能性があります。
*2　資産運用関係費は将来変更されることがあります。

その他お客さまにご負担いただく手数料には、信託事務の諸費用等、有価証券の売買委託手数料および消費税等の税金がかかりますが、費用の発生前に金
額や割合を確定することが困難なため表示することができません。また、これらの費用は各特別勘定がその保有資産から負担するため、基準価額に反映するこ
ととなります。したがって、ご契約者はこれらの費用を間接的に負担することとなります。


